
別紙様式第十二号（第百七十二条第一項、第百八十二条第一項関係）
（日本工業規格Ａ４）

年 月 26日

１　業務の状況
(1)　登録年月日及び登録番号

登録年月日
登録財務局等 財務（支）局長（金商）　第 号

（注）

(2)　行っている業務の種類

①　金融商品取引業等

②　他に行っている事業

2026

提出

・貸金業の規制等に関する法律第二条第一項に規定する貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借
の媒介に係る業務（法第三十五条第二項第三号）
・宅地建物取引業法第二条第二号に規定する宅地建物取引業又は同条第一号に規定する宅地もしく
は建物の賃貸にかかる業務（法第三十五条第二項第四号）
・有価証券又はデリバティブ取引に係る権利以外の資産に対する投資として、運用財産の運用を行
う業務（法第三十五条第二項第六号）
・不動産の管理業務（業府令第六十八条第十四号）
・不動産に係る投資に関し助言を行う業務（業府令第六十八号第十五号）
・投資法人から投資信託及び投資法人に関する法律第百十七条第一項の規定による委託を受けて同
項第四号に掲げる事務を行う業務又は特別目的会社から委託を受けてその機関の運営に関する事務
を行う業務（業府令第六十八条第十八号）
・有価証券又はデリバティブ取引に係る権利以外の資産に対する投資として、他人のため金銭その
他の財産の運用を行う業務（業府令第六十八条第十九号）
・上記に掲げる業務に係る業務に対し、他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務
（業府令第六十八条第二十一号）
・上記に掲げる業務に附帯する業務（業府令第六十八条第二十四号）
・特定投資運用行為（投資信託及び投資法人に関する法律第223条の3第1項において規定するものの
内、金融商品取引法第2条第8項第12号イに掲げる資産の運用に係る委託契約を締結し、当該契約に
基づき不動産等（金融商品取引法第35条第1項第15号イに規定する不動産その他の政令で定める資産
のうち、金融商品取引法施行令第15条の25第１号に規定する宅地及び建物をいう。）に対する投資
として金銭その他の財産の運用を行うこと。））

代表者の役職氏名
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基準日 2026 3 31

金融機関名三井物産リアルティ・マネジメント株式会社

所在地

01 から

まで31

投資運用業（投
資一任業）

投資運用業
（投資法人資
産運用業）

第二種金融商品取
引業

投資助言・代理
業



(3)　苦情処理及び紛争解決の体制

(4)　加入している投資者保護基金、金融商品取引業協会及び金融商品取引所並びに対象事業者と

なっている認定投資者保護団体

(5)　当期の業務概要

(5-2)　第一種金融商品取引業を行わない金融商品取引業者が説明書類に記載する事項

1 別紙様式第十五号の二に記載されている事項

2 事業報告書に記載されている事項

(6)　株主総会決議事項の要旨

一般社団法人 日本投資顧問業協会
一般社団法人 投資信託協会
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

当期においては、非上場オープン・エンド型投資法人である「三井物産プライベート投資法人」の資産
運用会社として同投資法人の安定運用に努めましたほか、不動産アセットマネジメント業務受託（若洲
LC、ルフォンプログレ堺筋本町、アクロスプラザ扶桑底地、枚方ロジスティクスセンター、町田森野一
丁目ビル、川越市城下町底地、ステップガーデン藤原台、アスコットプライムロジスティクス小郡、犬
山ロジスティクスセンター、神戸摩耶LC、大阪三井物産ビル）に取組みました。その結果、当期の営業
収益は4,196,842千円となりました｡一方､営業費用は1,532,438千円を計上し､通期実績は､営業利益
2,664,403千円､経常利益2,670,068千円､当期純利益1,789,198千円となりました｡
今後とも、不動産金融市場の健全な発展に貢献するべくアセットマネジメント事業を推進していく所存
です。

投資助言業務及び投資運用業務に関する体制
　当社は、金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「金商業等府令」という。）第115条の2第1項第2
号に掲げる措置を特定投資運用業務及び特定投資助言・代理業務に関する苦情処理措置として講じ、当
社が加入する「一般社団法人 日本投資顧問業協会」（以下「日本投資顧問業協会」という。）及び「一
般社団法人 投資信託協会」（以下「投資信託協会」という。）が法第78条の6において準用する法第77
条第1項の規定により行う苦情の解決により、投資助言業務及び投資運用業務に係る金融商品取引業等業
務関連苦情の処理を図るものとする。
　又、金商業等府令第115条の2第2項第1号に掲げる措置を特定投資運用業務及び特定投資助言・代理業
務に関する紛争解決措置として講じ、当社が加入する日本投資顧問業協会及び投資信託協会が法第78条
の7において準用する法第77条の2第1項の規定により行うあっせんにより紛争の解決を図る。
第二種金融商品取引業務に関する体制
　金商業等府令第115条の2第1項第2号に掲げる措置を苦情処理措置として講じ、当社が利用登録してい
るFINMACが法第79条の12において準用する法第77条第1項の規定により行う苦情の解決により、第二種金
融商品取引業務に係る金融商品取引業等業務関連苦情の処理を図るものとする。又、金商業等府令第115
条の2第2項第1号に掲げる措置を紛争解決措置として講じ、当社が利用登録しているFINMACが法79条の13
において準用する法第77条の2第1項の規定により行うあっせんにより紛争の解決を図る。

会社法第319条第1項の規定に基づき株主総会の決議があったものとみなされた事項（令和7年6月25日
付）：第18期に関する貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の承認の件。剰
余金処分の件。取締役7名選任（大矢取締役、井藤取締役、登坂取締役、江上取締役、萩野取締役、冲中
取締役、清水取締役の選任）の件。

会社法第319条第1項の規定に基づき株主総会の決議があったものとみなされた事項（令和7年12月25日
付）：監査役1名選任の件。

会社法第319条第1項の規定に基づき株主総会の決議があったものとみなされた事項（令和8年2月27日
付）：剰余金処分の件、取締役1名選任の件。

会社法第319条第1項の規定に基づき株主総会の決議があったものとみなされた事項（令和8年3月31日
付）：監査役1名選任の件。



(7)　役員及び使用人の状況
①　役員及び使用人の総数

1 8 名 2 4 名 3 53 名 4 61 名

5 名 6 名 7 名 8 0 名うち外務員

役     員 使　用　人 計
うち非常勤

総　　　　数



②　役員の状況

③　国内における代理人の状況

④　役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。）

役員の業績連動報酬の状況

該当ございません。

基準日 2026 3 31

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社

役職名 氏名又は名称
兼　　職　　の　　状　　況

商　　　号 役職名
代表権の

有無

取締役（非常
勤）

萩野　保
三井物産ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式
会社

代表取締役社長（常勤） 有

監査役（非常
勤）

原　良道

該当ございません。

取締役（非常
勤）

冲中　秀仁

三井物産ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式
会社
三井物産ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ株式会社
三井物産かんぽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社

取締役（非常勤）

取締役（非常勤）
取締役（非常勤）

無

三井物産ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ株式会社
三井物産・ｲﾃﾞﾗﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ株式会社

取締役（非常勤）
取締役（非常勤）

無

取締役ファンド
部長

登坂　淳一 該当なし

取締役リート部
長

江上　卓典 該当なし

取締役（非常
勤）

清水　王人 三井物産かんぽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 取締役（非常勤） 無

代表取締役社長 大矢　孝 該当なし

氏名、商号又は名称

取締役 眞継　尚宏 該当なし



(8)　営業所の状況

1 計 1 店 2 計 61

(9)　株主の状況

（ 名 ）

計 2 名 計 ％

その他

100.00

名

氏名又は名称 住　所　又　は　所　在　地 割　　　合

三井物産ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

東京都千代田区西神田三丁目2番1号 49.00

三井物産かんぽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ株式会社

東京都千代田区西神田三丁目2番1号 51.00

名　　　　称 所　　　　　　　在　　　　　　　地 役員及び使用人

本店 東京都千代田区西神田三丁目2番1号 61 名



(19)　投資運用業に係る経営の状況
①　投資運用業に係る内部管理の状況

②　投資運用業を行う者に係る外部監査の状況

③　ファンド監査の状況
イ　投資一任契約に係る業務におけるファンド監査の状況

ロ　投資信託、外国投資信託及び投資法人に関する運用に係る業務におけるファンド監査の状況

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社

基準日 2026 3 31

）（

ファンド数 1

100.0%

（ ）（

10

財務諸表監査が実施され
ているファンド数（うち
法定監査）

1

）

国内籍 外国籍
財務諸表監査が実施されている

ファンド総数のファンド総数に占
める割合
（％）

公募
（本）

私募
（本）

公募
（本）

私募
（本）

11

1 ）（

財務諸表監査が実施されている
ファンド総数の投資先ファンド総

数に占める割合
（％）

公募
（本）

国内籍

私募
（本）

公募
（本）

私募
（本）

）

90.9%

）（（

投資先ファンド数

投資運用業務を行う為の規程類、基本方針及び実務指針を明確化し、リスク管理を含めた運用管理、情報管理、利益相反を防
止するための態勢を整備するとともに、運用委員会と内部管理委員会を設置し、それぞれ第三者である外部有識者(不動産鑑定
士、会計士、弁護士)を招聘の上投資運用業務遂行における意思決定プロセスに組み込むことで、投資者保護、顧客の利益保護
及び不動産ファンド等関連業務の適正な運営を図る仕組みを構築しております。
法令及び別に定める社内規程において定められた利益相反のおそれのある取引を行う場合には、取引条件等を合理的かつ客観
的に証する書類をコンプライアンス・オフィサー及び代表取締役社長に提出して事前承認を受け、その他の別に定める社内規
程の規定に従うものとしております。
また、情報管理においては、当社が行う業務に関して取得した情報について、個人情報、非公開情報、法人関係情報等、それ
ぞれ情報の属性ごとに法令等に則った情報の適切な取扱・管理を確保する体制を整え、もって情報の不正使用又は顧客情報の
漏洩等を防止しております。

監査人名 監査の内容

財務諸表監査 有限責任監査法人トーマツ

外国籍

任意監査にて実施。
監査人より「計算書類及びその附属明細書
が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。」との監査意
見を受領。

2 ）（ ）（

財務諸表監査が実施され
ているファンド数（うち
法定監査）

1



ハ　法第２条第８項第15号に掲げる行為に係る業務におけるファンド監査の状況

④　主要な経営指標等の推移

(20)　投資一任契約に係る業務の状況
①　契約件数等

②　投資一任契約に係る投資の状況
イ　有価証券の売買状況（約定ベース・受渡しベース） （単位：百万円）

ロ　デリバティブ取引の状況（約定ベース・受渡しベース）
（イ）市場デリバティブ取引高 （単位：百万円）

先物取引高 オプション取引高 その他

株式 公社債券 株式 公社債券

348,658

株式売買高 公社債券売買高 受益証券売買高 信託受益権売買高 その他有価証券売買高

348,658

42,840 29,585

運用財産総額（百万円）

割合（％）

国内

小計

海外

348,658

100.0% 100.0%

委託者報酬及び運用受託報酬（百万円） 2,485 2,765 1,790

年金受託割合（％） 0.0% 0.0% 0.0%

11契約件数（件）

その他

11 11

小計
公的年金 私的年金 その他 年金

合計

契約件数（件） 12 10 7

運用財産総額合計（百万円） 491,256 418,571 250,290

うち投資運用部門収益（百万円） 2,485 2,765 1,790

当期純損益（百万円） 1,789 3,095 1,248

当期 前期 前々期

全体収益（百万円） 4,196 5,708 2,733

ファンド数

）（

財務諸表監査が実施され
ているファンド数（うち
法定監査）

（ ）（ ））（

国内籍 外国籍
財務諸表監査が実施されている

ファンド総数のファンド総数に占
める割合
（％）

公募
（本）

私募
（本）

公募
（本）

私募
（本）

2



（ロ）店頭デリバティブ取引高 （単位：百万円）

（ハ）外国市場デリバティブ取引高 （単位：百万円）

ハ　金融商品取引行為の相手方の状況

③　運用受託報酬 （単位：百万円）

④　自己又は関係会社が発行・設定する有価証券の組入れ状況 （単位：百万円、％）

995,000,000 投資事業有限責任組合出資

先渡取引高 オプション取引高 スワップ取引高

匿名組合出資

匿名組合出資

匿名組合出資

信託受益権の売買

信託受益権の売買

信託受益権の売買

15,690,000,000

相手方

相手方から非開示要望 1,000,000,000

相手方から非開示要望 13,600,000,000

相手方から非開示要望 16,600,000,000

相手方から非開示要望 2,420,000,000

相手方から非開示要望 6,747,000,000

相手方から非開示要望

相手方から非開示要望 380,412,371

相手方から非開示要望 5,300,000,000

相手方から非開示要望 8,250,000,000

相手方から非開示要望

資産の流動化に関する法律に規定する優先
出資証券の売買

相手方から非開示要望 1,443,470,515
資産の流動化に関する法律に規定する優先
出資証券の売買
資産の流動化に関する法律に規定する特定
社債の売買

信託受益権の売買

取引額

先物取引高 オプション取引高 その他

株式 公社債券 株式 公社債券

備考

その他

割合

運用財産総額
うち自己発行有価証券

うち関係会社発行有価
証券

うち自己設定投資信託
の受益証券等

うち関係会社設定投資
信託の受益証券等

1,510

3



（21）　投資信託、外国投資信託及び投資法人に関する運用に係る業務の状況
③　投資法人との資産運用委託契約の状況
イ．募集

ロ．私募

1 142,5981 134,094 8,504

オープン・エンド
型投資法人
クローズド・エン
ド型投資法人

合計

1 134,094

1 142,5988,504

1

クローズド・エン
ド型投資法人

クローズド・エン
ド型投資法人

不
動
産

オープン・エンド
型投資法人

計

計 1 134,094

そ
の
他

オープン・エンド
型投資法人

1 134,094 8,504

クローズド・エン
ド型投資法人

計

有
価
証
券

オープン・エンド
型投資法人

クローズド・エン
ド型投資法人

対
象

区分

前期末

新規契約数 解約契約数
契約資産の
期中増減額
（百万円）

運用による
期中増減額
（百万円）

計

合計

オープン・エンド
型投資法人

そ
の
他

有
価
証
券

計

不
動
産

オープン・エンド
型投資法人
クローズド・エン
ド型投資法人

オープン・エンド
型投資法人

対
象

区分

前期末

新規契約数 解約契約数
契約資産の
期中増減額
（百万円）

運用による
期中増減額
（百万円）

当期末

契約数
契約資産額
（百万円）

契約数
契約資産額
（百万円）

8,504 1 142,598

契約数
契約資産額
（百万円）

当期末

142,598

基準日 2026 3 31

契約数
契約資産額
（百万円）

クローズド・エン
ド型投資法人

オープン・エンド
型投資法人

計

クローズド・エン
ド型投資法人

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社
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⑤　投資信託、外国投資信託及び投資法人運用資産一覧表
ハ　投資法人

オープン･エンド型
三井物産プライ
ベート投資法人

平成29年12月19日 200 79,458 不動産 100.00% 1,041,401 4.48%

備考
特定
資産

比率
（％）

設立
年月日

存続
期間

当初
出資額

（百万円）

純資産額
（百万円）

特定資産組入比率

1口当たり
純資産額
（円）

過去1年間
の分配金込
み払戻金額
の騰落率
（％）

基準日 2026 3 31

設定来年
平均運用
利回り
（％）

名称

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社
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⑥　委託者報酬及び運用受託報酬 （単位：百万円）

⑦　自己又は関係会社が発行・設定する有価証券の組入れ状況 （単位：百万円、％）

基準日 2026 3 31

975

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社

うち関係会社設定投資
信託の受益証券等

割合

運用財産総額
うち自己発行有価証券

うち関係会社発行
有価証券

うち自己設定投資信託
の受益証券等

1



⑦　運用財産の投資対象の時価に係る情報
イ　時価を把握することが困難である投資対象 （単位：百万円、％）

ロ　時価を把握することが困難である理由

(23)　適格投資家向け投資運用業等の状況
①　運用財産の状況 （単位：千円）

②　顧客の状況

③　法第29条の５第２項の規定により第二種金融商品取引業とみなされる業務の状況

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社

運用財産が保有する投資対象の区分 投資対象の保有額
左記のうち時価を把握す
ることが困難である投資

対象の保有額
割合

株式

公社債券

その他の資産
（現金・預金を含む）

全体

受益証券

信託受益権

その他の有価証券

全ての運用財産の総
額

うち法第２条第
８項第12号イに
掲げる契約に基
づく行為に係る

もの

うち法第２条第
８項第12号ロに
掲げる契約に基
づく行為に係る

もの

うち法第２条第
８項第14号に掲
げる行為に係る

もの

うち法第２条第
８項第15号に掲
げる行為に係る

もの

うち法第63条第
１項第２号に掲
げる行為に係る

もの

うち附則第48条
第１項に規定す
る業務に係るも

の

顧客 顧客数（名）

特定投資家

第16条の６各号に掲げる特定投資家に準ずる者

令第15条の10の９各号に掲げる金融商品取引業者と密接な関係を有
する者

合計

顧客
契約件数
（件）

顧客数
（名）

私募の取扱い
（百万円）

特定投資家

基準日 2026 3 31

第16条の６各号に掲げる特定投資家に準ずる者

1



(24)　投資助言業務の状況
①　契約件数等

②　助言を行った有価証券及びデリバティブ取引に係る権利の種類等

令第15条の10の９各号に掲げる金融商品取引業
者と密接な関係を有する者

投資顧問契約
（投資一任契約を除く） うち顧客の資産の額を前提とした契約

適格機関投資家

適格機関投資家以外の者 9

うち個人

投資家の区分 契約件数（件） 契約件数（件） 資産額（百万円）

適格機関投資家 9

有価証券及び権利の種類等：信託受益権（不動産）（2条2項1号）
助言の方法：書面、電話、電子メール
※経済的利益を直接又は間接に受領していない。

有価証券及び権利の種類等：信託受益権（不動産）（2条2項1号）
助言の方法：書面、電話、電子メール
※経済的利益を直接又は間接に受領していない。

適格機関投資家以外の者

合計 18

投資者の区分 助言を行った有価証券及びデリバティブ取引に係る権利の種類等

2



     ④　内部管理の状況

⑤　投資助言報酬 （単位：百万円）

金融商品取引行為において、特定の権利者の利益を図るため他の業務の権利者の利益を害することとなる行為、その他の利益
相反行為を未然に防止するため、当社は、法令及び別に定める社内規程において定められた利益相反のおそれのある取引を行
う場合には、取引条件等を合理的かつ客観的に証する書類をコンプライアンス・オフィサー及び代表取締役社長に提出して事
前承認を受け、その他の別に定める社内規程の規定に従うものとしております。

1,611

基準日 2026 3 31

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社
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F30XE51-N3050101_XQ510_000_137_01-Ver202309(2経理の状況［137］).xlsx貸借対照表及び損益計算書等

２　経理の状況
（様式A）
（様式B）
（様式C）
(1) 貸借対照表

（2026年3月31日現在） （単位：千円）

前払年金費用
繰延税金資産

その他
貸倒引当金

繰延資産
創立費

土地

長期貸付金 株主資本
資本金

基準日 2026 3 31

純資産合計 2,178,461

資産合計 2,311,336 負債・純資産合計 2,311,336

自己株式申込証拠金
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金

新株予約権

利益剰余金

2,053,461
利益準備金
その他利益剰余金

積立金
繰越利益剰余金

自己株式

100,000
17,742 新株申込証拠金

資本剰余金
資本準備金

2,078,461
84,628

その他資本剰余金

25,000

無形固定資産 3,676 固定負債計
の れ ん 引当金

投資その他の資産 67,079 引当金計
投資有価証券 負債合計 132,875
出資金 （純 資 産 の 部）

固定資産 固定負債
有形固定資産 13,872 長期借入金

建物 8,167 繰延税金負債
器具備品 5,705 退職給付引当金

その他の固定負債

未収入金 277 未払費用 5,140
未収収益 539,540 未払法人税等 354

その他の流動資産 753,057
貸倒引当金 その他の流動負債 2,359

流動資産計 2,226,707 流動負債計 132,875

未収還付消費税等 85,051 賞与引当金 59,628
未収還付法人税等 105,967

流動資産 流動負債
現 金 ・ 預 金 735,444 短期借入金
短期貸付金 前受金
前払金 前受収益
前払費用 7,367 未払金 65,392

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

繰延資産計

固定資産計

金融機関名 三井物産リアルティ・マネジメント株式会社
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F30XE51-N3050101_XQ510_000_137_01-Ver202309(2経理の状況［137］).xlsx貸借対照表及び損益計算書等

(2)損益計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位：千円）

特別利益

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 2,670,068
法人税、住民税及び事業税 747,206
法人税等調整額 133,662
当期純利益（ 又は当期純損失） 1,789,198

特別損失

特別損失計

特別利益計

営業費用計 1,532,438
営業利益（又は営業損失） 2,664,403

営業外収益 5,691

営業外費用 26

経常利益（ 又は経常損失） 2,670,068

営業収益計 4,196,842
営業費用

科目 金額

営業収益

2



F30XE51-N3050101_XQ510_000_137_01-Ver202309(2経理の状況［137］).xlsx株主資本等変動計算書

２　経理の状況

(3)　株主資本等変動計算書
（単位：千円）

新株予約
権

純資産合
計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰越ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

評価・換
算差額等
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金 利益剰余
金合計

××積立
金

繰越利益
剰余金

25,000

株主資本 評価・換算差額等

3,484,279

当期変動額

3,359,279 3,384,279 3,484,279当期期首残高 100,000

新株の発行

△ 3,095,017

当期純利益

△ 3,095,017 △ 3,095,017 △ 3,095,017剰余金の配当

1,789,1981,789,198 1,789,198 1,789,198

自己株式の処分

当期変動額合計

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期末残高 100,000 25,000 2,053,461 2,078,461 2,178,461

△ 1,305,818△ 1,305,818 △ 1,305,818 △ 1,305,818

2,178,461

1




